
　どうも、寺島でございます。私、鳩山由紀夫さ
んと北海道出身つながりということで、同じ世代
で、長いこと、いろいろなことを議論しあいなが
ら今日に至っているということで、鳩山さんに声
をかけられたことと、学長と次世代のオフィスコ
ンソーシアムでご一緒で、同志社大学が大変な成
果を上げて研究を深めておられる。これから議論
になる知的アルゴリズムを使った空調とか照明と
かの省エネルギーを世界に先駆けて同志社がリー
ドしているということもあって、ご縁があって、
今回、こういう形で参上しています。
　必要な数字を参考にあげながら我々が生きてい
る 21世紀初頭、これからの時代を考える上での
基礎的な認識につながるような話ができればと思
います。
　我々はお釈迦様の掌の上を生きているというわ
けですが、我々を取り巻いている一番大きなお釈
迦様の掌と言える世界経済の現状がどういうこと
になっているかを簡単に確認しておきたい数字が
あります。

　21世紀に入って早くも 7年が過ぎようとして
いますが、過去 6年間の世界経済の年平均実質成
長率、地球全体の GDPは、過去 6年間で、3.5％
の実質成長だった。年平均、つまり実体経済は年
3.5％くらいで拡大したんだということです。
　2番目にこの 6年間、世界貿易の年平均実質伸
び率は 7％だった。物流経済、モノの動き、世界
貿易は実態経済の倍のスピードで拡大したという
ことが、この数字で確認できます。どうしてそん
なに世界貿易が伸びたのか。中身を分析すると、
半導体と電子部品、自動車関連機器、世界貿易を
増やしていく要素の半分くらいが、そういう類の
物流によって占められる。世にいう IT革命の進

行というものが、あながちウソではないのだなと
いう姿が見えてきます。
　冒頭のポイントとして注目していただきたいの
が 3つ目の数字です。今、我々が生きている時代
の悩ましさ、ガソリン価格の高騰からあらゆる問
題につながってくるポイントなんですが、世界の
株式市場の時価総額はこの 6年間、年平均 14％
で拡大したという数字です。頭の体操のようによ
く考えていただきたいんです。3.5、7、14と倍
倍ゲームのような数字です。面白いなといえば面
白いんですが、実体経済をはるかに上回る株価の
時価形成、この間、上海の株式市場に至っては 5
倍になっています。つまり我々が生きている時代、
3.5％の実質成長でさえ過熱ではないかというこ
とが盛んに言われている状況下、そんなことをは
るかに上回る金融経済の肥大化が進行している。
我々を取り巻いている状況として、「グローバル
化という名のもとに進行した金融の肥大化」、つ
まり、ものすごい勢いでマネーゲーム化という流
れが我々を取り巻く形で進行していることに気が
つかないといけないという点を申し上げておきた
いと思います。
　次に今、我々の生活にとって、ものすごく重要
な数字が、原油入着価格です。日本の港にいく
らで石油がたどり着いているか。日本経済を議
論する時に大変重要な数字です。見方として 99
年、17.20＄Bで 1バーレルの石油が日本の港に
たどり着いていた。その年の円ドルレートで換算
して、1928円 B払って 1バーレルの石油を入手
していたのが 1999年という年の調査経済だった。
ところがポンと飛んで 07年 8月、直近の日本の
港にたどり着いた石油の価格は 73.62＄Bまで上
がってきた。円ドルレートで換算して 8592円 B
払って 1バーレルの石油を入手している。現在に
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近い数字です。ということはかつて 2000円せず
に 1バーレルの石油を入手していた日本経済が、
8500円払っているわけですから、この間、４倍
をはるかに上回る石油価格の高騰が進行したとい
うことになるわけです。
　そのわりにはパニックになっていないよねとい
う印象を持っている人が多いと思います。特に
73年の石油危機を体験した世代の方は「あの時
を上回るかもしれないほどのエネルギー価格の高
騰が進行しているのに、意外に平然としているよ
ね」と違和感を感じている方も多いと思います。
もし今、73年の時のような状態だったら皆さん、
こんなところに座って僕の話なんか聞いている場
合じゃないという空気ですね、パニックですから。
それでは、なぜ日本経済は石油価格が高騰してい
るのにパニックになっていないのか。

　最初のポイントは「為替の円高へのシフト」。
73年の石油危機の頃、271円だった円ドルレー
トが、79年には 219円だった。もし今、79年の
円ドルレートのまま、僕らが生きていたら、今
110円台ですが、現在の 73.62＄Ｂの原油の入着
価格が円で直して約 17000円の水準に来ますね。
もし今、石油価格のバーレルが 17000円だった
ら完全にパニックですね。どうして円高にシフト
できたのかという答えは産業力です。たとえば自
動車産業を思い浮かべていただきたいのですが、
トヨタのレクサスやプリウスに象徴されるような
1台で 7～ 8万ドルの外貨を稼げるような付加価
値の高い車を国際市場に注入して外貨を稼いでい
る。原材料資材の価格を払っても十分に貿易収支
の黒字が出る。黒字を蓄積して円高にシフトして、
今日の本当だったらパニックになっても不思議で
はない状況を、いつのまにかそれを吸収している
プロセスがあるということも確かです。
　2番目にエネルギー利用効率の改善。昨年、新
国家エネルギー戦略の策定に参画していたんです
が、過去 30年間に日本はエネルギーの利用効率
を 37％改善しています。これからの 30年間でさ
らに 30％改善するという計画の中を走っている
んですが、つまりエネルギーの利用効率を変えた
から、高めたから、パニックになっても不思議じゃ
ない状況を克服しているんですね。現在、アメリ
カの 2倍、中国の 9倍といえるようなエネルギー
利用効率を実現している日本経済の姿が見えてき
ます。

　ここで触れておきたいのは「なぜ石油価格が 4
倍にもなったのか？」。昨日、一昨日の報道番組
をご覧になって、ガソリン価格の高騰、ニューヨー
クの先物市場がついに 33ドルを越えたという話
に触れる際、メディアは必ずエネルギーの専門家
を引っ張りだしてきて「どうしてこんなに石油価
格が高くなっているのですか？」と質問をします。
そうすると必ずこういう回答が返ってきます。
　一つは「中東の地勢学的不安。供給側に不安材
料がある」と。次に需要の増大。たとえば中国爆
竹経済。「中国が需要を増やしている」という説
明が出てきます。ところが、本当に 4倍にもな
らないといけないほど世界の需給ギャップでも起
こっているのか、というと、そんなことは決して
ないんですね。
　たとえばこれからの日本にとって大きく出てく
るだろう問題の一つは、ロシアのことです。昨年
のロシアの石油生産 972万バーレル／日。プー
チンの自信回復を支える石油生産ですが、これは
エネルギー関係で飯を食っている人にとっては飛
び上がる数字です。というのは世界一の産油国だ
と言われたサウジアラビアを追い抜いてロシアが
世界一の産油国になったことを意味するからで
す。さらにロシアは天然ガスを出しています。天
然ガスを石油換算した数字、原油の生産量、石炭
を除く化石燃料の生産力で今や世界ダントツの生
産国になったロシアという数字が見えてきます。
一昨日の数字ですが、昨年はロシア 2300万 Bを
越しただろうと推計されていまして、エネルギー
帝国主義という言葉が出てくるくらい世界の化石
燃料の生殺与奪権を握るというくらいの存在感を
ロシアが高めはじめた。
　2000年の沖縄サミットを思い出していただき
ますと、プーチンが初めて大統領として登場して
きた頃です。よれよれの弱体化したロシアで、こ
の先ロシアなんて国はどうなるんでしょうという
空気でしたが、アッという間に世界のセンターラ
インに、またロシアが蘇ってきた。それはロシア
の生産力の拡大と、追い風としての石油価格の高
騰です。ものすごい勢いで今、ロシアにオイルマ
ネーが入っている。昨年推計値で 2500億ドルの
オイルマネーの収入を得ているだろうと推計され
ています。今、欧州、特にロンドンの金融市場で
盛んに話のタネになっているのが、ロシアのオイ
ルマネーがロンドン金融市場に流れこんでいると
いう話題に付き合わされます。この夏、ロンドン
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等に行かれた方は同じ思いをされたと思います
が、一つの国に産業の実力以上にお金だけが流れ
こんでくる状況になると、どういうことが起こる
か。国際収支が黒字になって、ものすごい通貨高
になる。1ポンド 250円なんてことになって、ロ
ンドンでちょっとした一流ホテルに泊まったら
カード決済して送られてきた金額が 1泊 10万円
は越すというとんでもないことになってきまし
た。
　過去 3年間のイギリス産業の産業セクター別の
成長率の分析を見ると金融と不動産だけが年７％
で拡大しています。ものづくり、製造業はマイナ
ス 0.4％で、毎年、毎年縮んでいっている。マネー
ゲームだけで経済が成り立つ国にイギリスが一気
に変わってきているということが、最近、イギリ
スを訪れての実感です。
　また今、世界のマネーゲーム化を加速している
要因として盛んに言われているのが、中東、ロシ
アのオイルマネーです。中東産油国に集積してい
るオイルマネーも尋常じゃない。年間 5000億ド
ルとも 6000億ドルとも言われるオイルマネーが
中東産油国に集積しています。たとえば関西空港
からエミレーツという中東の航空会社がドバイに
直行便を飛ばしている。去年からは中部新空港か
らも飛ぶようになった。ファーストクラスが個室
なんていう、いかにも隠微な空気が漂った航空機
が毎日ドバイに向かっています。蟻が甘いものに
群がるように、何ともつかない人たちがドバイへ、
ドバイへ向かっているなということがよくわかり
ます。皆さんがドバイに立ったら、自分の目の前
に繰り広げられているシーンが理解できず、立ち
くらみが起こるでしょう。
　この間、初めて日本のテレビの映像で紹介され
ていましたが、台湾で世界一の超高層ビルで 520
メートルのビルがあるんですが、それを追い抜い
てドバイで 800メートルのビルが建って「つい
に 520メートルを越しました」という報道が映
像で流れていました。800メートルのビル、尋常
じゃないですよ。東京タワーの 2倍を上回るビ
ルがドバイに今、建設中で、8割建ったと。さら
に隣に 900メートルのビルの建設が始まるとい
うんです。今、世界の高層ビルを建てるクレーン
の 3割がドバイに集中するなんてことになって
います。ということは、オイルマネーが石油を増
産する投資には向かわずに、マネーゲームの財源
となったり、建設ラッシュの財源となって駆けめ

ぐっているという構図になっています。
　今、世界のマネーゲーム化、つまりそれを促し
ている要因の一つとオイルマネーだと盛んに言わ
れているわけです。そこでなんです。先物原油価
格バーレル 80ドル水準の怪。これが 80ドルど
ころじゃなくなって、今、93ドルになっている
というのが現下の状況です。需給関係だけでは説
明できない投機的要素の顕在化を語っておきた
い。なぜ 4倍にもなっているのか。大学で近代経
済学を勉強した人だったら「モノの価格は需要と
供給の関係で決まる。需要曲線と供給曲線の接点
で価格は決まるんです」という話を教えられたと
思いますが、そんな話をあざ笑うかのように「モ
ノの価格が需給関係で決まらない」ということを
見せているのがエネルギーなんです。
　こう説明すると皆さんなら瞬時にわかってくだ
さると思います。「WTIなる指標に内在する危う
さ」。連日、テレビが 93ドルになったのを 92ド
ルに落ちたと報道しているのはWTIという指標
です。「ニューヨークの先物市場では」と前置き
がついて「WTIは 93ドルを越した。92ドルに
落ちてきた」という報道がされています。WTI
とは何かということについて正確な知識をしっか
り持つだけで、我々が生きている時代の危うさが
見えてきます。WTIは、West Texas Intermediate
の略です。ウエストテキサスはヒューストン地域
のことです。ヒューストン地域の石油価格という、
本来はローカルな指標だった。たとえるならば大
阪でガソリンはいくらしているという話だけだっ
たんです。ところがWTIなる指標がニューヨー
クの商品市場に上場されたあたりから俄然、話が
おかしくなる。しかも IT革命のパラドックスで
す。つまりオンライントレードがネットトレード
の形で拡大していった。WTIの実需、ヒュース
トン地域に実際に必要な石油の需要は 1日わずか
70万バーレルです。去年世界で産出された石油、
ロシア、OPEC、非 OPECなど、すべてのこの地
球上に生み出された石油をかき集めても 8600万
バーレルです。ところがWTIの名のもとに取引
した石油は去年、2億 5000万から一時 3億バー
レルです。1日あたりです。素朴な疑問を感ずる
はずです。実需 70万のWTIが、なぜ毎日 2億
5000万も 3億バーレルも取引しないといけない
のか。つまりそれは石油が需要と供給の関係で取
引されているのではなく、マネーゲームの対象と
しての石油取引が、この 10年間でものすごい勢
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いで肥大化してきた。したがってエネルギー価格
を決める要素が、需給関係ではなく、過剰流動性
がどういう形で動き回るかによってエネルギー価
格が乱高下するという、不思議な構図の中に、我々
自身が引きずりこまれてきたということです。

　パリに IEA、国際エネルギー機関があります。
ウィーンに OPECの事務局があります。私は定
点観測のように回って議論していますが、この分
野の専門家という人でも「原油価格の高騰に投機
的要素がない」という人は一人もいないですね。
程度の差はあります。80ドルになっている時、「20
ドル前後は投機的に上がっているんですかな」と
言う控え目な人と、「とんでもない、40～ 50ド
ルは投機的要素で上がっているんですよ」と言う
人と意見は分かれますが、投機的要素はまるでな
いと言う専門家はいないと言っていいと思いま
す。マネーゲームの対象としての石油取引、つま
りその震源になっている大きな過剰流動性の柱の
一つがオイルマネーなんだということをまず確認
しておきたいと思います。半年くらい前までの話
として「オイルマネーをはじめとする過剰流動性」
という話をしていれば、ロンドンでもニューヨー
クでも金融関係の人との話は大概、成り立ったん
です。ところが今年春先から流れが変わってきて
「マネーゲーム化の進行の要因としてのホットマ
ネー」の 2番目に「日本の超低金利と『円キャリー』
資金」が挙げられます。
　最近、今、申し上げたような議論をしていると
「悪い冗談はよしてくれ。問題は日本なんだ」と
ジャパンファクターが大きくクローズアップされ
るようになってきました。それが円キャリー問題
です。「人ごとみたいな議論をしないでくれ。オ
イルマネーのせいだという話だけじゃない、日本
が問題なんだ」という話が俄然、浮上してきてい
ます。「円キャリーは爆弾だ」という議論さえ聞
かれ始めている。何の話かというと、ここ 11年間、
連続して日本は公定歩合が 1％以下です。日銀が
ゼロ金利を解除して 0.25だけさらに積み上げて
今、日本の公定歩合は 0.5という数字です。

　米国への資金流入の変化の 1番目の要素に
「FRBの金利引き上げ」があります。グリーンス
パンは FRBを去りましたが、昨年 6月までの段
階に金利を引き上げてきて、FFレート 2005年初
2.25％→年末 4.25％→ 06年 6月末 5.25％から、

今年 8月のサブプライムローン問題が起こって凍
りついたアメリカは 0.5下げて 07年 9月 4.75％。
またつい数日前、下げましたので、4％台前半の
水準に今きています。それでも日本の 0.5に比べ
ると、ものすごく高いわけです。世界にはニュー
ジーランドとかオーストラリアのような公定歩合
が 8％前後という水準の国があります。となると
日本で何らかの形で円資金を調達できる立場の人
であれば、国内で調達した円資金を海外に持ち出
して、よほどの間違った運用をしない限り、為替
リスクはあるが、3～ 4％の利ざやは抜けるとい
う運用することは、それほど難しい話じゃないん
ですね。そういう力学に支えられて、ものすごい
勢いで海外に流れ出ている資金を「広義の円キャ
リー」と呼べると思います。厳密な意味で機関投
資家が円資金を借りて世界で運用するのはせいぜ
い 2000億ドルだと言われていますが、今、世界
を飛び交っている数字、円キャリーは 1兆ドルと
いう話です。広い意味での円キャリーです。

　今、国際社会に飛び交っている隠語で「ミセ
スワタナベ」という言葉が一つの流行語なんで
す。ミセスワタナベ、渡辺夫人、賢い日本の主婦
というイメージで使っている言葉です。ミセスワ
タナベは亭主の給料もあまり上がらず、銀行にお
金を預けて定期預金にしても利息も生まない。し
かし賢いから、少しでも利息が稼げるようなお金
を運用しましょうと勉強して、外貨立ての投資に
大きく吸いよせられている人たちのことを指しま
す。銀行も証券会社もそういう層を待ち受けてい
ます。ポートフォリオを組んで海外の債券に投資
しましょうという形で。その種の外貨建てファン
ドに集まっているものを見ると、皆、兆円単位で
金が集まっています。それが広い意味での円キャ
リーとなって、外に、外にと出ていっている。日
本の経済は日本人が蓄積してきた金融資産を日本
の企業や日本のプロジェクトに投資しないで、超
低金利をテコにして海外に抜け出ていっている。

　世界の株式市場が揺らいでいます。日本の日
経平均 7000円台だった時から見ると倍にもなっ
たと喜んでいる人がいますが、かつて日経平均
がピークだった時、1989年末、39000円台だっ
たわけです。そこから見るとまだ半分にも戻って
いないと言えるわけです。日本の株式水準は世界
の水準に比べて極端に安いんです。安い水準の株
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価、しかも一時よりは円安にシフトしている状況
を背景にして日本の企業に外資が襲いかかってき
ていることは皆さんも報道で耳にしていると思い
ます。私はナショナリストでも何でもないですが、
因果は巡るというのはこういうことなのかなと思
います。日本の金が超低金利をテコにしてどんど
ん海外に出ていく。その金がホットマネーの財源
になって、たとえば米国の投資ファンド等に還流
してスティール・パートナーズのブルドックソー
ス買収とか、日本企業に襲いかかってくるＭ＆Ａ
資金となっている。したがって「因果は巡る」と
いうのはこのためにある言葉かと思うくらい、日
本の資産が日本の将来のためには的確に使われて
いない構図の中に現在あるということだけは確か
なんですね。どうして日本は超低金利を脱却でき
ないのか。
　日本のもっているポテンシャルを見る指数とし
て「企業物価指数」があります。これは何か。現
在、日本企業が取り扱っているモノの価格の指
数です。日本経済を今、認識する時に、この数
字はものすごく重要です。2000年を 100とした
価格水準です。2007年 8月、現在の日本経済の
状況を考える。素材原料分野の企業物価指数が
192.8。素材原料を取り扱っている企業の取り扱っ
ているモノの価格の指数は 2000年が 100ですか
ら、今世紀に入って 9割も高騰したということを
意味する。次に中間材、つまり部品のようなもの
を製造したり、取り扱っている企業の価格体系は
115.0。水面上に出て 15％くらい上に出たかとい
うことです。問題は最後です。最終材、消費者と
向き合ったビジネスで飯食っている企業。たとえ
ば小売に代表されるような企業ですね、この業界
の物価指数は 92.2。まだ 8％も水面下でした。デ
フレなんです。重要なのはこのポイントです。「耐
久消費財」79.1。例えば家電機器で、液晶の薄型
テレビは、3、4年前、100万円以上したものが、
最近では 10万円を割るかというところまで価格
が落ちてきています。この間、松下の中村社長が
興味深いことを言っていました。「家電業界は切
ないんですよ。市場に新商品を投入して、投入し
た商品の価格がその後高くなったなんて経験した
ことがない。投入した途端に激しい競争の中で崩
れ落ちていくのを 1日でも長く持ちこたえなきゃ
いけないという戦いをしてきたのが私の人生で
す」なんて話をしていましたが、全くその通りな
んですね。今世紀に入って、耐久消費財の価格体

系は 2割も落ち込んでいるんです。非耐久消費財
の指数がようやく 103.7で、水面上に出た。
　川上とも呼べる原材料資材で飯を食っている企
業の経営者は口には出さねど、「人生振り返って
も記憶にないインフレの時代が来た」と思ってい
るはずです。9割も高騰したんですから。ところ
が川下の消費者と向き合っている企業の経営者は
「モノが売れない。価格が引き上げられない。こ
んなデフレは見たことない」と首を傾げながら見
ているはずです。ここなんですね。日銀が 0金利
を解除して 0.25積み上げた。8月の参議院選挙
が終わったら必ず金利を引き上げざるをえないだ
ろうと言われていたんです。ところが与党大敗と
いう影響や、8月のサブプライムローンにおける
世界同時株安ということに凍りついて「とてもこ
んな状態で金利を上げられないだろう」というこ
とで今日に至っても日銀は、8、9、10月もパス
して、年内に金利を上げられないだろうという状
況になっています。自民党の幹事長の中川秀直さ
んが、自民党が参院選に負けた後、「日銀のせい
で負けた」みたいなことを言っていました。八つ
当たりなんですが、「2月に金利を上げるから世
論の反感を誘ってこういうことになったんだ」と
彼の気持ちとしては思うのはわからなくもない。
　ところが最終材の分野で生きている企業の経営
者からすれば「こんな状況下で金利なんか上げて
もらったら困りますよ」という空気になっている
のはよくわかる。ところが引いて、世界の金融の
フローという視点から見たら、日本の金融体系は
いかにも捩じれていて、「いくらなんでもハタ迷
惑だろう。日本だけが超低金利を先進国の中で続
けていくから、それがまた世界のホットマネーの
源流となって国際金融市場をジャブジャブの状態
にしているんですよ」という批判の対象になって
くる。非常に悩ましい話なんです。「どうして日
本は金利を引き上げられないの？」ということ
が、そこにある。金縛りになっている。いざなぎ
超えと言われる景気拡大と生活実感のギャップで
す。メディアでは「いざなぎ超え」と盛り上げて
いるけど、生活者の視点からすると「ちっとも実
感が湧かない」という気持ちになっている。その
理由は個人所得増なき景気拡大が続いているから
です。つまり今年の日本経済についてのあらゆる
論点が「消費は出るのか？」というところに注目
しているんですが、「個人所得増なき景気拡大だ
から、とても消費なんか一気に出るとは思えませ
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ん」という状況の中にあるということなんです。

　21世紀を考える時、確認しておきたい数字だ
け、重要な数字だけを申し上げておきたいと思い
ます。日本の貿易構造の変化、これは日本人とし
てこれからとる世界観にとって、すごく重要で
す。特に注視していただきたいのが、昨年の日本
の貿易総額に占める比重。3年前まで、高校生だっ
て知っていますよねという日本人の常識とされて
いた議論がありました。日本という国は通商国家
で、貿易で飯を食っている。「貿易の相手先の国
は輸出も輸入もアメリカだ」という状況が過去半
世紀以上続いてきた事実だったんですね。それが
ここへ来て一気に変わった。日本の立ち位置の変
化に大きなインパクトを与えています。昨年の日
本の貿易総額に占める米国との比重は 17.5％で
す。17.5まで落ちてきたわけです。日本の輸出
入に占めるアメリカとの貿易の比重。これはカレ
ンダーイヤーでして、3月末までの年度の数字で
言うと、06年度は 17.2だった。中国との貿易比
重が 17.4だった。実は 06年度は日本の戦後の歴
史上、初めて中国との貿易の方がアメリカとの貿
易を上回った年になった。記憶力がいい方は「い
や、待てよ、3年前から中国の貿易の方が上回っ
たという話を聞いたよ」と思うかもしれませんが、
それは香港と本土の中国を足した数字で上回った
のが 3年前です。本土中国だけの数字で対米貿易
を上回った最初の年になった。
　今、日本はどこと貿易をして飯くっている国に
なったのか。大中華圏は 3割に迫り、アジアは
5割に迫るという状況になってきた。大中華圏は
英語でグレーター・チャイナですが、中国を本土
単体の中国と考えず、中国と香港と華僑国家と言
われ人口の 76％を華僑が占めているシンガポー
ルとさらに台湾を有機的な連携を深めている産業
ゾーンだと考える見方がグレーター・チャイナな
んですね。イデオロギー体制の壁は横たわってい
るけれども、経済産業的には一段と連携を深めて
いるゾーンだと考える考え方です。これは絵空事
でも何でもない。私が欧米を動いていて、最近受
けるのは「たまには日本のことを聞いてくれ」と
いうくらい中国についての質問ばかり受けます。

　「先週、中国人がやって来て、こういうビジ
ネスを提案したんですけど、あなたどう思いま
す？」。耳を傾けて「どういう中国人が訪ねてき

たのか？」と確認すると、本土の中国人が来たと
いうケースは稀で、シンガポール華僑とか、香港
華僑とか、台湾企業が本土の企業を巻き込んで、
こういうビジネスモデルをやろうという提案に来
たのが圧倒的ですね。つまりグレーター・チャイ
ナの有機的連携が深まっているから、中国が、よ
り大きく見える。今、国際社会で中国の台頭と盛
んに言われますが、それは本土の中国の GDPが
増えているという単純な話だけではないんです
ね。グレーター・チャイナの有機的連携が深まっ
ているから、より中国が大きく見えるという構図
の中に我々は生きているんだということを感じま
す。しかも大中華圏との貿易が 3割に迫ってきて
いる。アジアとの貿易が 5割に迫っている。
　そういう中で日本人として知っておくべきこと
だと思うのが、貿易構造のアジアシフトに伴う物
流の変化についてです。昨年の港湾ランキングが
発表になって、この世界に生きている人間からす
ると仰天するようなことが起こっています。日本
人はついこの間まで神戸、横浜が通商国家日本の
シンボルのような港町だとイメージを描いてい
た。現在の数字をごらんになって驚く人もいる
かもしれませんが、神戸の世界ランキングは去
年、ついに 39位まで落ちてきた。かつて世界第
2位だったんです、神戸は。ついこの間までは第
4位だった。それが 39位です。横浜も 27位まで
落ちてきた。今、GDP第 2位と言われている国、
日本の港で、20位以内の港は一つもなくなった。
それでは今、世界の港湾のトップはどこかという
と、シンガポール、香港、上海、深圳、釜山、高
雄。6つのうち 5つが、大中華圏という言葉を使っ
た地域の港が占めている。いかにアジア太平洋の
産業構造が激変してきているかよく分かります。
日本の神戸、横浜が、かくも無残に後退している
理由は第 5位の釜山に押されているからです。釜
山トランシップです。たとえば四国に今治、松山
という港町があります。今までは神戸に内港船で
つないで基幹航路に乗せる港だった。ところが内
港船のコストが高い。神戸の効率が悪い、時間が
かかる、金がかかる、というので、それで釜山に
つなぐ。釜山でトランシップしていくという流れ
が、ものすごい勢いで増えたから日本の港の空洞
化、特に太平洋側の港の空洞化が起こっているん
です。
　さらにイマジネーションを働かせていただくと
日本の貿易構造、産業構造だけが変わっているわ
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けじゃないことがわかる。アメリカにとっても日
本との貿易よりも中国との貿易が圧倒するように
なったんです。日本人は米中間の貿易がどんどん
増えているというイメージを描く時に、鹿児島と
上海はほぼ緯度が同じですから、鹿児島の南の太
平洋を船が行き来しているというイメージを描か
れがちですが、大間違いなんです。中国と北米大
陸を結んでいる主力物流は、日本海に入ってきて
函館と青森の津軽海峡を抜けていっている。なぜ
か。じっと地球儀を見ればわかります。その方が
2日早いんです。したがって日本海はラッシュで
す。北米大陸と中国を結ぶ物流で。日本海物流が
どんどん太くなっていくから釜山が追い風を受け
て釜山トランシップが、ますます盛り上がってき
ている。それに誘発されるように日本の日本海側
港湾への物流のシフトが起こってきています。関
西地区の方はピンとこないと思いますが、今まで
関東の栃木、群馬、埼玉とか、横浜や東京港に積
み出して基幹航路に乗せるとか、ベトナム、タイ
とか中国に進出している中小企業の物流はそうい
うものだった。ところが日本海側の港湾に運び出
した方が有利だと。釜山トランシップに乗せた方
が有利だという航路が、日本海側の港からどんど
ん増えていることもあって、東京湾内に運び出す
構図がグッと減ってきている。そこで何が起こっ
ているか。
　日本海側港湾への物流のシフトです。日本海沿
海 11港は過去 10年間、国交省の国土審議会で
議論しているポイントですが、年 12.6％で物流
が拡大している。対して全国平均は 4.6％という
数字が出ています。これは何を意味しているか。
日本海側沿海 11港はどこのことか。秋田、酒田、
新潟、北陸 3県の港である富山、敦賀、金沢、京都・
舞鶴、境港。これら日本海側の港に物流が、港湾
の施設としては甚だ劣勢でありながら、スーパー

中枢港湾が一つあるわけではないのに、じわじわ
と日本海側に物流がシフトしている。

　戦後の日本人が、情報化の時代を生きて先輩の
世代よりももっと世界に向かって目が広げられた
世代に育っているだろうと、僕らは自負しがちで
すが、大間違いです。私はユーラシア世界を回る
機会が多いのでつくづく思いますけども、「戦後
の日本人くらい、悲しいまでに視野が狭くなって
しまった世代はないな」と。つまり長い日本の歴
史の中で、戦後の日本人という世代だけが、不思
議な認識を持ち始めた。「太平洋側が表で日本海
側が裏だ」という表現を初めて使った世代です。
かつての日本史の中に日本海側が裏で太平洋側が
表日本だという考えは一切なかった。ところが戦
後の我々だけが、そういう見方を、ある種、共有
してしまった。理由はわからなくもない。戦後の
日本にとって太平洋の彼方のアメリカをひたすら
見つめてきて、貿易といえばアメリカと貿易する
こと、貿易摩擦とは日米貿易摩擦とイコールだと。
外交とは日米二国間同盟とイコールだった。しか
も冷戦の時代に日本海は隔絶の海だった。イデオ
ロギー体制の違うソ連、中国、北朝鮮と隔ててく
れる海だった。いつのまにか我々の世代だけが、
「太平洋側が表で日本海は裏だ」という感覚を身
につけたとしても不思議じゃなかった。しかしこ
れから 21世紀が、どういう時代になるでしょう
という、あらゆる議論の全体として、すでに日本
の貿易構造の変化が示しているように、表、裏と
いう感覚を反転するくらいの気迫で向き合わない
と、21世紀は見えてこないだろうなと思います。
　以上、いくつかの数字のポイントだけ申し上げ
たということで話を終えておきます。今日はどう
もありがとうございました。
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